
第１１回徳山ダム事業費管理検討会

資 料

平成２１年２月４日

水資源機構 中部支社





資 料 一 覧

資料－１ ①事業費の執行状況について

資料－２ ②山林公有地化について

資料－３ ③樹林帯について

資料－４ ④集団移転地文殊地区について

資料－５ ⑤検討会について



資料－１

①事業費の執行状況について
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資料－２

②山林公有地化について
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資料－３

③樹林帯について
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樹林帯の進捗状況について

１．取得計画及び取得実績

事業年度 全体面積 年度迄 年度 年度H18 H19 H20
（ ）H19 繰越

取得面積 ２６４ｈａ １５６ｈａ １７ｈａ １７ｈａ

累積 １５６ｈａ １７３ｈａ １９０ｈａ

累積率 （５９％） （６６％） （７２％）（ ）

２．今後の対応方針（案）

① 樹林帯用地は、平成２０年３月末までに約６６％（約１７３ ）まで取ha
得を終えている。

② 平成１９年度末までに取得できなかった用地の一部については、平成２０

年度へ繰越を行い取得を行ってきたところであり、計画どおりの取得を見

込んでいる。

③ 平成２０年度までに取得できない樹林帯用地については、予算措置等に関

して、関係機関と十分調整を図ることとする。
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資料－４

④集団移転地文殊地区について
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集団移転地文殊地区等について

１．文殊地区地盤沈下対策部の跡地処分について

・文殊地区地盤沈下対策部の跡地処分については、引き続き関係機関と協議

していくこととする。

２．文殊地区地盤沈下対策部外の現状

・水資源機構は、文殊地区の地盤沈下対策部外における水資源機構の対応方

針（建物等の補修による対応）を住民に説明し、文殊団地自治会、文殊団

地宅地問題対策協議会の両会長との協議を進めてきている。

・現在は、対象家屋の補修前調査を完了させ、順次、建物の補修箇所の確認

が完了したところから補償協議・補償契約を進めている。

３．網代地区の現状

・水資源機構は、宅地造成時の調査・設計・施工の状況、既往調査結果及び

建物等の損傷状況調査結果、家屋基礎のレベル調査結果等を踏まえ、損傷

が生じた原因の推定及び今後の対策についてとりまとめを行い、水資源機

構の対応方針（建物等の補修による対応）を平成18年1月19日に住民に

説明し、了解された。

・現在は、対象家屋の補修前調査を完了させ、建物の補修箇所の確認が完了

したところから補償協議・補償契約・補修工事を進めている。
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資料－５

⑤検討会について
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事業費管理検討会の総括について

１）これまでの検討会の経過の総括

（経過）

開 催 年 月 日 検討会 主 な 検 討 項 目 等

平成１６年 ８ 月１８日 第１回 規約、事業費縮減、課題、進め方

平成１７年 １ 月２８日 第２回 コスト縮減委員会、公有地化、集団移

転地、変更項目、契約変更、進め方

平成１７年 ３ 月３０日 第３回 事業の点検に関する報告

（土地取得、立木補償、集団移転地）

平成１７年 ４ 月２７日 第４回 H16執行状況及びH17執行計画、集団

移転地、再発防止の取組

平成１７年１０月 ７日 第５回 公有地化、樹林帯、管理用アクセス、

他（再発防止、無許可伐採、文殊、廃

棄物、ビジョン）

平成１７年１１月３０日 第６回 第３回コスト縮減委員会の提案、公有

、 （ 、 、 、地化 他 文殊 廃棄物 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ部会

ビジョン）

平成１８年 ５ 月１２日 第７回 公有地化確認事項、事業費管理（H17

変更、H18実計 、廃棄物、集団移転）

地、ビジョン

平成 １８年 ８月３０日 第８回 公有地化、事業費管理（H19要求、全

体事業費、西谷配電線、電話線、斜面

対策、廃棄物 、試験湛水）

平成 １９年 ３月２６日 第９回 公有地化、事業費管理（H18変更、H

19実計、全体事業費、訴訟、集団移転

地 、試験湛水）

平成 ２０年 １月３１日 第10回 公有地化、事業費管理（H18精算、全

、 、 、 、体事業費 訴訟 樹林帯 集団移転地

管理用船舶、水門談合 、試験湛水、管）

理移行
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２）徳山ダム事業費管理検討会の成果

経過

「徳山ダム事業費管理検討会」は、第３回徳山ダム事業実施計画変更

において、事業費をそれまでの２，５４０億円から３，５００億円に変

、 、 、 、更する協議を契機として 国土交通省中部地方整備局 岐阜県 愛知県

三重県、名古屋市及び水資源機構中部支社で構成された「徳山ダムに関

する三県一市副知事・助役会議」において、三県一市からの６項目の要

請（別紙：徳山ダムに関する三県一市副知事・助役会議確認事項）につ

いての検討確認を行う組織として、国土交通省中部地方整備局河川部長

を会長とし、三県一市の関係部部長及び水資源機構中部支社副支社長を

会員として平成１６年６月２２日に発足した。

徳山ダム事業費管理検討会（以下「検討会」という ）では、上記確認。

事項のうち、主に①事業（事業費・事業量・実施工程）の執行状況、②

さらなる縮減を含む事業費縮減の実施状況、③事業執行上の課題につい

ての審議を行い、情報の共有、事業監理を行うものとし、平成１６年８

月１８日に第１回を開催し、平成１９年度末までに１０回の検討会を開

催した。

検討会の審議内容については、検討会開催後に審議概要に関する記者

会見を行い、積極的な情報公開、透明性を高めるよう努めた。

以上の経緯を踏まえ、徳山ダム事業費管理検討会は、平成１６年６月

２２日の徳山ダムに関する三県一市副知事・助役会議確認事項で要請さ

れた６項目について、次のとおり確認する。

審議確認

（１）平成１９年度徳山ダム建設事業完成を厳守すること。

事業工期については、冬期積雪や猛禽類保護のための工事制限等か

ら厳しい工程であったが、検討会では１日でも早い完成がコスト縮減

に繋がること、徳山ダムによる治水効果の早期発現をさせるため、事

業工期の厳守・早期完成についての要請を行った結果、水資源機構に

おいて厳格な工程管理を行ったこと、建設事業推進に必要な事業費確

保のため特定事業先行調整費制度が導入されたことなどにより、ダム

堤体盛立を平成１７年１１月に完了し、付替国県道を平成１８年９月

に全面供用開始させるとともに、開始予定を平成１８年１０月中旬と

していた試験湛水について、平成１８年９月２５日開始することがで
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きた。

気象状況により予定していた平成２０年３月の試験湛水の完了は、

は平成２０年５月となったものの、ダム本体及び貯水池斜面の安全性

を確認して、本格的に運用を開始した。

（２ 「徳山ダム事業費管理検討会」及び「徳山ダム建設事業コスト縮減）

委員会」において、さらなる事業費の縮減に向けて努力すること。

、 「 」 、なお 下記の事項についても 徳山ダム事業費管理検討会 において

引き続き検討を進めること。

① 集団移転地文殊地区について

② 山林公有地化について

事業費については、第３回徳山ダム事業実施計画の変更において事

業費２，５４０億円から３，５００億円へ９６０億円の事業費増とな

るため、あらゆる方策によるコスト縮減を強く要請した。

水資源機構では、設計・施工・新たな契約方法などの全ての段階に

おいて徹底したコストの見直しを行うとともに、技術的なコスト縮減

策についての検討と実施状況のフォローアップを目的として「徳山ダ

ム建設事業コスト縮減委員会 （以下「コスト縮減委員会」という ）」 。

を平成１６年６月１５日に設置し検討を行った。

その後に開催した平成１６年９月、平成１７年１１月と合わせて計

３回のコスト縮減委員会が開催され、ダム本体関連工事、管理設備工

事、付替道路工事についての各ワーキンググループによるコスト縮減

策の検討は、全体で３９回開催されている。

事業の進捗にともない、事業実施計画では想定されていなかった新

規実施事項についてその都度、水資源機構より事業内容、事業の必要

性及び事業費についての説明を受け、審議するとともにコスト縮減に

、 。ついて検討を行い 事業工期管理を徹底するよう要請し確認を行った

検討会では、コスト縮減委員会の検討結果をも踏まえて、全体的な

コスト縮減の妥当性について提案・検討を行うとともに、コスト縮減

策の実施状況について、工種毎に区切りがついた段階で報告を求め、

コスト縮減策の実施やダム事業の進捗状況についての確認を行うこと

で、事業費３，５００億円に対して、約１５３億円のコスト縮減が図

られることとなった。

集団移転地文殊地区については、事業執行上の課題として、跡地売
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却及び対策部外他の対応について検討することとした。

跡地売却については、事業での不用地の処分を適正に処理するよう

強く要請を行った。水資源機構では、一般公募売却の手続きを平成１

、 。９年１１月に実施したが 応募者なしのため跡地売却はできなかった

水資源機構で引き続き、有償処分の努力を行うとして、再度、公募

売却を行う手続きを進めている状況である。

対策部外他の対応については、水資源機構から対策部外の状況と対

応方針について説明を受けた。対策部外の不同沈下に起因する家屋補

修費用については、水資源機構の自己財源で対応することが確認され

た。

検討会では、機構の対策方針について確認するとともに、移転地の

方々に誠意を持って対応するよう要請を行った。

山林公有地化については、事業執行上の課題として、①山林公有地

化事業費、②執行状況及び③樹林帯との連携について検討することと

した。

水資源機構及び岐阜県から山林公有地化についての説明を受け、検

討会として山林公有地化事業費を審議するとともに、徳山ダム建設事

業工期内での対応及び段階毎に目標を整理して進めるよう要請した。

山林公有地化の実施については、平成１７年１０月に岐阜県、揖斐

川町及び水資源機構の三者間で山林公有地化事業に関する基本協定が

締結され、岐阜県により用地買収が進められた。

徳山ダム建設事業工期内での用地買収について、非常に困難な状況

となったため、事業の継続性を審議した結果、平成２０年度以降にお

いても地権者の協力を得て岐阜県による山林公有地化の用地買収を継

続することを確認し、山林公有地化事業費として岐阜県及び揖斐川町

において設置された山林公有地化に関する基金への事業費残分の支払

いを了承した。

（３）利水者負担金の償還については、各利水者の意向を踏まえ、柔軟な

対応を図ること。

徳山ダム建設事業は平成１９年度概成であるが、一部予算の繰越が

発生したため、事業費精算は平成２０年度末となった。

利水者からの負担金償還の平成２０年度開始の意向を踏まえ、水資

源機構では、平成１９年度執行分までで事業の部分精算を行い、負担
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金の償還について開始する手続きを行った。

繰越分の精算は、繰越執行が完了してからの精算とし、別途手続き

を行い対応することとなった。

利水者が負担する負担金の支払い方法等については、独立行政法人

移行に伴う割賦償還制度の多様化への対応として事前協議を行い支払

い方法等を決定した。

（４）徳山ダムで開発した水の効率的な利用方策については、三県一市と

密接に連携を図りながら導水路の早期の具体化に向けて検討を進める

こと。

木曽川水系連絡導水路事業については、国土交通省により平成１８

年度から事業実施計画調査に着手され、平成２０年度から建設段階へ

事業化され、平成20年9月に水資源機構が承継した。

（５）発電事業計画変更について、早急に地元の理解が得られるよう、発

電事業者に働きかけること。

発電事業者により、各機関に対し、事業計画の変更に関する調整が

行われ、平成１６年１２月に地元の了解が得られた。

なお、平成２６年度運転開始の予定で、現在電力事業者により調査

検討が行われている。

（６）今後とも、事業実施に当たって情報を積極的に開示し、透明性を高

めるよう努めること。

これまで、検討会を１０回開催し、情報の開示と共有に努めてきた

ところである。

また、徳山ダム建設事業で発生した事案について、検討会において

水資源機構から状況説明を受け、事業の透明性確保のため、適切な情

報提供を積極的に行うとともに、各事案において必要な措置を図るよ

う要請を行った。
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【参考】
平成１６年６月２２日

「徳山ダムの事業実施計画変更について」
（徳山ダムに関する三県一市副知事・助役会議確認事項）

平成１６年６月２２日の「徳山ダム事業に係る三県一市副知事・助役会議」
、 、 、 、 、において 国土交通省中部地方整備局 水資源機構中部支社 岐阜県 愛知県

三重県及び名古屋市が協議した結果、早急に徳山ダム事業実施計画の変更手続
、 。きを進めるとともに 今後も一致協力して事業の推進に努めることで合意した

また三県一市は、その前提条件として下記事項を実現することを国土交通省中
部地方整備局及び水資源機構中部支社に要請し、両者はこれを基本的に了承し
た。

記
（１）平成１９年度徳山ダム建設事業完成を厳守すること。
（２ 「徳山ダム事業費管理検討会」及び「徳山ダム建設事業コスト縮減委員）

会」において、さらなる事業費の縮減に向けて努力すること。
なお、下記の事項についても「徳山ダム事業費管理検討会」において、
引き続き検討を進めること。

①集団移転地文殊地区について
②山林公有地化について

（３）利水者負担金の償還については、各利水者の意向を踏まえ、柔軟な対応
を図ること。

（４）徳山ダムで開発した水の効率的な利用方策については、三県一市と密接
に連携を図りながら導水路の早期の具体化に向けて検討を進めること。

（５）発電事業計画変更について、早急に地元の理解が得られるよう、発電事
業者に働きかけること。

（６）今後とも、事業実施に当たって情報を積極的に開示し、透明性を高める
よう努めること

３）今後の取り扱い

徳山ダムは、平成２０年５月試験湛水を完了し、６月には完成検査を終

え、平成２０年１０月１３日に竣功式を行っており、今後は管理予算によ

り適切な管理運営を行うこととなる。

前述のとおり 「徳山ダム事業費管理検討会」は、これまでの検討によ、

り当初の設立目的をほぼ達成しており、今回、建設事業費の執行は完了す

ることを一つの区切りとして「徳山ダム事業費管理検討会」を終了するこ

ととする。

なお、今後は徳山ダム事業に関する残された課題等について、三県一市

の関係者が一同に会し、報告・協議する場を設けることとする。
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